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                                 大 阪 府 医 師 会 

（公印省略） 

                                                            

 

日医通知「令和４年度学校保健関係の地方交付税措置の主な内容の周知について（依頼）」 

について（補足） 

                       

日頃は本会の学校保健事業にご尽力を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

さて、このたび日本医師会より標記の件につきまして、通知が参りました。 

本会より令和４年 11 月２日付で「日医通知「令和４年度学校保健関係の地方交付税措置の主な

内容の周知について（依頼）」の送付について」を発出しております。その文書内にある「２．公

立学校教職員保健管理費（学校における産業医）」において、日本医師会が改めて文部科学省に確

認したところ、50 名以上の学校に配置する産業医のみを積算したものではなく、49 名以下のいわ

ゆる健康管理医も含んで積算されており、学校規模に関係なく、産業医でも健康管理医でも、その

報酬は公立学校教職員保健管理費に含まれると説明があった旨の通知がありました。 

「２．公立学校教職員保健管理費（学校における産業医）」は労働安全衛生法に定める産業医か、

学校保健安全法に定める学校医(健康管理医等)かは問わない旨、文部科学省から日医を通じて、本

会に情報提供されたものです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきますよう、お願い申し上げま

す。 
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